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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。  

  

  

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（㈱チヨダ）、子会社３社により構成されており、靴及び衣料

品等の小売及び卸売業を主たる業務としております。 

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第66期 

第３四半期連結
累計期間 

第67期 
第３四半期連結

累計期間 
第66期 

会計期間 

自平成24年 
３月１日 

至平成24年 
11月30日 

自平成25年 
３月１日 

至平成25年 
11月30日 

自平成24年 
３月１日 

至平成25年 
２月28日 

売上高（百万円）  113,295  110,576  150,323

経常利益（百万円）  10,133  8,480  13,108

四半期（当期）純利益（百万円）  5,215  4,492  7,151

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 5,916  5,810  8,907

純資産額（百万円）  76,167  81,652  78,658

総資産額（百万円）  132,895  136,588  132,868

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円） 
 131.31  113.78  180.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 131.09  113.52  179.82

自己資本比率（％）  52.9  55.2  54.4

回次 
第66期 

第３四半期連結
会計期間 

第67期 
第３四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成24年 
９月１日 

至平成24年 
11月30日 

自平成25年 
９月１日 

至平成25年 
11月30日 

１株当たり四半期純利益金額

（円） 
 35.77  30.06

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】
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(1）経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間の我が国経済は、政府の経済政策及び日銀の金融緩和策により、円安傾向が顕在化し、

輸出企業を中心に収益の改善・株価の上昇がみられたものの、米国の債務問題や中国をはじめとする新興国の経済の

停滞など、景気の先行きは不透明で推移いたしました。 

それに加えて、消費税増税を前に耐久消費財が消費を牽引している状況は、内需依存型で非耐久消費財を販売して

いる当社グループにおいて極めて厳しい環境と言わざるを得ず、当第３四半期連結累計期間の売上高は減収となりま

した。 

収益面におきましては、ＰＢ（プライベートブランド）及びＮＰＢ（ナショナルプライベートブランド）戦略の推

進による粗利益率の向上、販管費のコントロール、慎重な出店戦略と不採算店の退店などに注力するとともに、㈱チ

ヨダ単体においては人事事務の東西統合による本社一元化、中四国営業所の廃止による組織の合理化をいたしました

が、施策効果が現れるには多少の時間を要することもあり、減収を補うに至らず当社グループの当第３四半期連結累

計期間は減益となりました。 

当第３四半期連結累計期間の出退店は、出店69店、退店38店を実施し、当第３四半期連結会計期間末店舗数は、靴

事業1,164店（前年同期比13店増）、衣料品事業486店（同3店増）の合計1,650店（同16店増）となりました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高 百万円（前年同期比2.4％減）、営業利益 百

万円（同14.1％減）、経常利益 百万円（同16.3％減）、四半期純利益 百万円（同13.9％減）となりまし

た。 

  

セグメント別の業績の概要は次のとおりであります。 

  

＜靴事業＞ 

当第３四半期連結累計期間における靴事業は、ＰＢ戦略による販売単価の上昇と、ソックス及び靴クリームなどの

付属品の販売増加が牽引して、客単価は上半期に引き続き当第３四半期連結会計期間も前年同期を上回り、1.9ポイ

ント増加いたしました。一方、天候不順の影響などにより客数が3.1ポイント減少、売場改革を業態別に推し進めて

おりますが、効果が顕現化するには時間を要することもあり、当第３四半期連結累計期間の売上高は減収となりまし

た。 

商品面におきましては、お客様のニーズに応える高機能なＰＢ商品の開発を引き続き行ってまいりました。紳士靴

部門では、５月に本革製品でありながら税込価格を 円に抑え、履き心地と軽さを重点においた「ハイドロテッ

ク・ウルトラライト」を発売し大好評を得て、半年を経過した今も堅調に推移しております。婦人靴部門におきまし

ては、「セダークレスト」から防水機能パンプスとして販売している「セダークレスト キャリアビュート」が雨の

日でも安心と昨年に続き好評を得ました。また、この春「ハイドロテック」よりレディース・ウォーキングとして

「防水」「防滑」機能に加え、「消臭」「抗菌」など多機能高品質商品でかつ本革製品の「ハイドロテック・ファ

ム」を新たに発売いたしました結果、お客様の支持を集め売上を牽引いたしました。スニーカー部門では、「セダー

クレスト ダブルフェイス」が好評を得ました。 

販売施策におきましては、９月に業態別ＴＶＣＭを初めて全国統一で実施するとともに、全店に導入したＴＶモニ

ターと連動し店頭の活性化を図りました。また、若年層女性向けのフリーマガジン「Ｓｈｕｔｔe（シュッテ）」を

３月と９月に店頭にて配布し、アクティブシニアの女性向け「美」と「健康」のライフスタイル情報誌「Ｙｏｕ－Ｈ

ｏｌa！遊・歩・楽（ゆうほら）」を10月にリニューアル創刊し、女性客拡大に貢献しました。来店施策として積極

的かつ機動的にメルマガの情報発信を行った結果、11月にはメルマガ会員数が400万人を突破いたしました。今後も

販売施策として有効にメルマガの配信を行ってまいります。 

その結果、ＰＢ及びＮＰＢ等のシェアは前年同期と比較して6ポイント増の約42％となりました。 

また、お客様に安心して履いていただくことにこだわり、靴の商品開発を始めて10周年を記念し、太陽をモチーフ

とした新イメージの企業広告を日経新聞全国版に掲載して、20代を筆頭に若年層社会人の認知度がアップいたしまし

た。 

粗利益率は、ＰＢ及びＮＰＢのシェアの増加等により前年同期と比較して上昇いたしました。経費面では、靴チヨ

ダ（約50坪規模）の出店が9店（前年同期11店）と減少する一方、シュープラザ（約150坪規模）の出店が16店（同5

店）と増加していることもあり前年同期と比較して微増となりましたが、経費コントロールに注力した結果、計画に

対しては微減となっております。この結果、当第３四半期連結累計期間の営業利益は、前年同期と比較して若干下回

り微減益となりました。 

当第３四半期連結累計期間の出退店は、シュープラザ、東京靴流通センターを中心として出店40店、退店19店を実

施し、当第３四半期連結会計期間末店舗数は1,164店（前年同期比13店増）となりました。 

この結果、売上高は83,877百万円（前年同期比1.2％減）となりました。 

  

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

110,576 8,186

8,480 4,492

4,990
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＜衣料品事業＞ 

当第３四半期連結累計期間における衣料品事業の売上高は、春は寒気の影響により低温となった日が多く、夏は平

年より高温となり各地で猛暑が続き、９月から11月上旬にかけては例年より気温が高くなるなど天候不順の影響を強

く受けたことにより減収となりました。 

商品面におきましては、吸汗速乾、抗菌防臭などの夏機能素材「ＳＡ・ＲＡ・ＲＩ Ｃｏｏｌ」を使用した商品

や、日用品メーカーの衣料用柔軟仕上げ剤の香りがするレディースウェアを発売するなど、話題性のある商品開発を

実施し、秋冬は保温効果の蓄熱機能素材「ＭＡＣ ＨＥＡＴ」を使用した商品を展開してお客様のニーズに応える品

揃えに取り組みました。 

販売施策におきましては、昨年好調に推移したナノプラチナコロイド配合の「ナノプラチナデニム」、伸縮性に優

れた新感覚デニム「ＲＵＮ ＤＥＮＩＭ」や、保温保湿効果に優れたスキニーパンツ「魔法の美脚」のＴＶＣＭをそ

れぞれ放映するとともに、軽量で暖かい「ライトキルトジャケット」を新聞広告掲載いたしました。また、フリーマ

ガジン「ｎａｎａ ＳＴＹＬＥ」を引き続き発行し、毎月15日・16日を「シルバーデー」として60歳以上のお客様に

割引販売を継続実施したほか、モバイル会員への情報発信など継続的に販売促進策を実施いたしました。 

粗利益率は、ＰＢ及びＮＰＢのシェアが約51％（前年同期比9ポイント増）に増加いたしましたが、0.7ポイント減

の48.0％となりました。その結果、当第３四半期連結累計期間は、営業利益900百万円（前年同期比52.3％減）とな

りました。 

当第３四半期連結累計期間の出退店は、出店29店、退店19店を実施し、当第３四半期連結会計期間末店舗数は486

店（前年同期比3店増）となりました。 

この結果、売上高は26,699百万円（前年同期比5.9％減）となりました。 

  

(2）財政状態の分析 

（資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における当社グループの総資産は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円

増）となりました。 

流動資産は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となっております。これは、主として現金及び

預金が50,073百万円（前連結会計年度末比4,939百万円減）、受取手形及び売掛金が4,157百万円（同2,353百万円

増）、商品が 百万円（同 百万円増）となったことによるものであります。 

固定資産は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となっております。これは、主として投資有価証

券が 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）、繰延税金資産が 百万円（同 百万円減）となったこ

とによるものであります。 

（負債の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となりまし

た。 

流動負債は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となっております。これは、主として支払手形

及び買掛金が 百万円（前連結会計年度末比 百万円減）、電子記録債務が11,457百万円（同11,457百万円

増）、未払法人税等が 百万円（同 百万円減）となったことによるものであります。 

固定負債は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円減）となっております。これは、主として長期借入金

が 百万円（前連結会計年度末比 百万円減）、退職給付引当金が8,816百万円（同233百万円増）、長期リース

資産減損勘定が87百万円（同229百万円減）となったことによるものであります。 

（純資産の状況） 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となりまし

た。これは、主として利益剰余金が 百万円（前連結会計年度末比 百万円増）となったことによるもので

あります。自己資本比率は55.2％（前連結会計年度末比0.8ポイント増）となっております。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4）研究開発活動 

該当事項はありません。 

136,588 3,720

89,836 3,242

33,347 5,928

46,752 478

7,501 1,847 3,146 717

54,936 726

40,229 1,127

17,961 7,608

619 2,958

14,707 400

1,502 116

81,652 2,993

62,050 1,924
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  110,150,000

計  110,150,000

種類 
第３四半期会計期間末現
在発行数（株） 

(平成25年11月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成26年１月14日) 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  41,609,996  41,609,996
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

100株 

計  41,609,996  41,609,996 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円）

平成25年９月１日～ 

平成25年11月30日 
 －  41,609,996  －  6,893  －  7,486
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 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成25年８月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数3個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  

    該当事項はありません。 

  

  

  

  

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成25年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,120,400 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  39,442,300  394,423 － 

単元未満株式 普通株式      47,296 － － 

発行済株式総数  41,609,996 － － 

総株主の議決権 －  394,423 － 

  平成25年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

㈱チヨダ 
東京都杉並区成田

東4－39－8 
 2,120,400  －  2,120,400  5.10

計 －  2,120,400  －  2,120,400  5.10

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年９月１日から平

成25年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年11月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】

- 7 -



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年２月28日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年11月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 55,013 50,073

受取手形及び売掛金 1,803 4,157

商品 27,419 33,347

繰延税金資産 828 331

その他 1,542 1,942

貸倒引当金 △13 △16

流動資産合計 86,594 89,836

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 4,886 5,171

工具、器具及び備品（純額） 525 593

土地 4,352 4,352

リース資産（純額） 477 525

その他（純額） 67 3

有形固定資産合計 10,308 10,647

無形固定資産 3,633 3,671

投資その他の資産   

投資有価証券 5,653 7,501

敷金及び保証金 18,354 17,684

繰延税金資産 3,863 3,146

その他 4,586 4,207

貸倒引当金 △126 △106

投資その他の資産合計 32,331 32,433

固定資産合計 46,274 46,752

資産合計 132,868 136,588

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 25,569 17,961

電子記録債務 － 11,457

ファクタリング債務 ※  2,810 ※  1,492

短期借入金 740 740

1年内返済予定の長期借入金 977 1,064

リース債務 238 250

未払法人税等 3,577 619

未払消費税等 325 45

賞与引当金 605 138

店舗閉鎖損失引当金 52 38

リース資産減損勘定 267 279

資産除去債務 24 33

その他 3,913 6,107

流動負債合計 39,102 40,229
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年２月28日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年11月30日) 

固定負債   

長期借入金 1,619 1,502

リース債務 321 337

繰延税金負債 40 43

退職給付引当金 8,582 8,816

役員退職慰労引当金 6 7

転貸損失引当金 473 454

長期預り保証金 772 695

長期リース資産減損勘定 317 87

資産除去債務 2,122 2,169

その他 851 593

固定負債合計 15,107 14,707

負債合計 54,209 54,936

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,893 6,893

資本剰余金 7,489 7,486

利益剰余金 60,126 62,050

自己株式 △3,528 △3,519

株主資本合計 70,980 72,911

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,315 2,444

繰延ヘッジ損益 － 3

その他の包括利益累計額合計 1,315 2,448

新株予約権 97 124

少数株主持分 6,264 6,168

純資産合計 78,658 81,652

負債純資産合計 132,868 136,588
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成25年11月30日) 

売上高 113,295 110,576

売上原価 57,581 55,822

売上総利益 55,713 54,754

販売費及び一般管理費 46,184 46,568

営業利益 9,528 8,186

営業外収益   

受取利息 66 59

受取配当金 45 48

受取家賃 941 824

その他 461 308

営業外収益合計 1,513 1,241

営業外費用   

支払利息 38 32

不動産賃貸費用 841 753

転貸損失引当金繰入額 18 45

その他 11 115

営業外費用合計 909 947

経常利益 10,133 8,480

特別利益   

固定資産売却益 232 0

投資有価証券売却益 46 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 18 0

受取補償金 － 39

負ののれん発生益 60 －

その他 17 12

特別利益合計 374 51

特別損失   

固定資産除却損 35 24

投資有価証券売却損 2 －

減損損失 134 174

店舗閉鎖損失引当金繰入額 40 29

退職給付制度改定損 241 －

その他 29 13

特別損失合計 482 242
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成25年11月30日) 

税金等調整前四半期純利益 10,025 8,289

法人税、住民税及び事業税 3,779 2,994

法人税等調整額 569 617

法人税等合計 4,349 3,611

少数株主損益調整前四半期純利益 5,676 4,678

少数株主利益 460 185

四半期純利益 5,215 4,492
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年３月１日 
 至 平成24年11月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年３月１日 
 至 平成25年11月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,676 4,678

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 239 1,128

繰延ヘッジ損益 － 3

その他の包括利益合計 239 1,132

四半期包括利益 5,916 5,810

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 5,455 5,625

少数株主に係る四半期包括利益 460 185

- 12 -



  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

  該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

※．ファクタリング債務 

前連結会計年度（平成25年２月28日） 

 連結子会社㈱マックハウスのファクタリング債務であります。 

  

当第３四半期連結会計期間（平成25年11月30日） 

 連結子会社㈱マックハウスのファクタリング債務であります。 

  

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及び負ののれんの償却額は、次のと

おりであります。 

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更】

【会計上の見積りの変更】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

   
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年３月１日 
至  平成24年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年３月１日 
至  平成25年11月30日） 

減価償却費 百万円 885 百万円 949

負ののれんの償却額  11  11
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Ⅰ  前第３四半期連結累計期間（自平成24年３月１日  至平成24年11月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間（自平成25年３月１日  至平成25年11月30日） 

１．配当金支払額 

  

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間末後と

なるもの 

該当事項はありません。 

（株主資本等関係）

（決  議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年５月24日 

定時株主総会 
普通株式  1,191  30.00  平成24年２月29日  平成24年５月25日 利益剰余金 

平成24年10月10日

取締役会 
普通株式  993  25.00  平成24年８月31日  平成24年11月２日 利益剰余金 

（決  議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年５月23日 

定時株主総会 
普通株式  1,381  35.00  平成25年２月28日  平成25年５月24日 利益剰余金 

平成25年10月10日 

取締役会 
普通株式  1,184  30.00  平成25年８月31日  平成25年11月５日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成24年３月１日 至平成24年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「靴事業」及び「衣料品事業」セグメントにおいて、継続的に営業損失を計上している資産グループ及び共用

資産並びに市場価格が著しく下落している資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

「靴事業」130百万円、「衣料品事業」3百万円を減損損失として特別損失に計上しております。  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成25年３月１日 至平成25年11月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去によるものであります。 

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 「靴事業」及び「衣料品事業」セグメントにおいて、継続的に営業損失を計上している資産グループ及び共用

資産並びに市場価格が著しく下落している資産グループにつきまして、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、

「靴事業」150百万円、「衣料品事業」24百万円を減損損失として特別損失に計上しております。  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注）２  靴事業 衣料品事業 計 

売上高           

外部顧客への売上高  84,930 28,364 113,295  － 113,295

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

7,738 － 7,738  △7,738 －

計 92,669 28,364 121,034  △7,738 113,295

セグメント利益  7,610 1,888 9,499  29 9,528

  （単位：百万円）

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

四半期連結損益

計算書計上額 

（注）２  靴事業 衣料品事業 計 

売上高           

外部顧客への売上高  83,877 26,699 110,576  － 110,576

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

8,444 － 8,444  △8,444 －

計 92,321 26,699 119,021  △8,444 110,576

セグメント利益  7,253 900 8,154  32 8,186
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 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

  

 該当事項はありません。 

  

  平成25年10月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）配当金の総額………………………………………1,184百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………30円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成25年11月５日 

（注）  平成25年８月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。 

  

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年３月１日 
至 平成24年11月30日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年３月１日 
至 平成25年11月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 131 31 円 銭 113 78

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  5,215  4,492

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  5,215  4,492

普通株式の期中平均株式数（株）  39,720,559  39,488,661

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円09銭 131 円 銭 113 52

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  △0  △0

（うち連結子会社の潜在株式による調整額 

（百万円））  
 (△0)  (△0)

普通株式増加数（株）  64,605  86,968

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－ － 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 平成26年１月８日

  

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社チヨダ

の平成25年３月１日から平成26年２月28日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年９月１日から平成25

年11月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年３月１日から平成25年11月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社チヨダ及び連結子会社の平成25年11月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

    独立監査人の四半期レビュー報告書   

株式会社チヨダ 

取締役会 御中 

優成監査法人 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 加藤 善孝  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 本間 洋一  印 

  
指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士 中田  啓  印 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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